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県議会における新型コロナウイルス感染症に係る当面の対応について 

 

令和２年４月10日策定 

令和２年５月15日改正 

令和２年６月４日改正 

令和２年８月31日改正 

令和２年９月24日改正 

令和３年２月４日改正 

令和４年６月７日改正 

令和５年３月10日改正 

 

県議会は、新型コロナウイルス感染症に関し、感染防止対策を講じつつ、充

実した議会審議を行うため、当面の間、次の取組を実施する。 

 

１ マスクの着用 

会議（委員会等を含む。）におけるマスクの着用については、議員の主

体的な選択を尊重し、個人の判断に委ねることとする。 

なお、議員控室や議会が管理する執務室等（以下「議員控室等」とい

う。）においても同様とする。 

 

２ アクリル板等による遮蔽措置 

議場の演壇や傍聴受付等、飛沫感染防止の効果が期待できる場所に、必

要に応じ、アクリル板等による遮蔽措置を講じる。 

 

３ 来訪者への対応 

議員控室等においては、来訪者（県職員を除く。以下同じ。）に、手指

消毒の実施及び体温測定について、協力を依頼する。 

また、マスクの着用については、来訪者の主体的な選択を尊重し、個人

の判断に委ねることとする。 

 

４ ３密（密閉・密集・密接）の回避に向けた取組 

  (1) 換気の徹底 

議場その他の議会会議室における密閉空間を避けるため、十分な換気

に努める。 

 

(2) 出席者の縮減 

本会議及び委員会については、感染状況等を考慮し、必要がある場合

（参考） 
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は、議会審議に支障が生じない範囲で出席者を縮減する。 

 

(3) 執務スペース等の確保への協力 

執行機関に貸し出す委員会室の対象を、全委員会室、議会大会議室及

び議会応接室とし、執行機関の過密な執務環境の緩和や感染防止対策用

スペースの確保に協力する。 

   新型コロナウイルス感染症対策本部の運営等、執行機関が感染拡大防

止等の対策を講じるにあたり、人的支援の要請があった場合は、可能な

限り協力する。 

 

５ 県民意見等の聴取と情報発信 

新型コロナウイルス感染症に関する県民意見等を聴取するため、専用の

メールフォームを引き続き設置する。頂いた意見等は、議会クラウドに保

存して議員の閲覧に供し、議会審議に役立てる。 

また、動画配信を含め、感染拡大防止に関する県議会としての取組を情

報発信する。 

 

６ 状況を踏まえた議会日程の調整 

感染状況を注視し、議会運営委員会において、必要に応じて議会日程を

調整する。 

 

７ 委員会の調査等 

国外及び県外に係る県政調査並びに議会友好代表団は、団長会において

協議する。 

また、委員会の県内、県外及び海外調査については、正副委員長会にお

いて協議する。 

 

８ その他 

状況に応じ、改めて議会災害等対策会議を開催し、県議会としての対応

を協議する。 



令和５年５月８日以降の県議会の対応について 

 

令和５年５月８日から新型コロナウイルス感染症が感染症法上の５類に位置づけられ

たことに伴い、国及び県の感染症対策も緩和されることになった。 

県議会における感染症対策は、議会災害等対策会議で定めた「県議会における新型コロ

ナウイルス感染症に係る当面の対応について」により行っているところであるが、 

県執行機関の対応等を踏まえ、議会災害等対策会議が開催されるまでの暫定措置として、

県議会においては次のとおり対応することとしたい。 

 

「県議会における新型コロナウイルス感染症に係る当面の対応について」の暫定措置(案) 

項  目 県執行機関の対応 県議会における暫定措置（案） 

２ アクリル板等による 

遮蔽措置 

 

【現行措置】 

議場の演壇や傍聴受付等、

飛沫防止の効果が期待でき

る場所に、必要に応じ、ア

クリル板等による遮蔽措置

を講じる。 

〇 十分な換気や人との距離

が確保されていれば設置の

必要はない。 

 

※ 飛沫を物理的に遮断する

ものとして窓口に設置する

ことは一定の効果がある（設

置する場合は、空気の流通の

妨げとならないようにする

など換気に留意する。） 

〇 議場内のアクリル板は撤去

する。 

 

〇 傍聴受付のアクリル板は 

当面設置する。 

（近距離で対面での対応を行う

ことになるため。） 

 

４ ３密（密閉・密集・密接）

の回避に向けた取組 

 

(1) 換気の徹底 

 

【現行措置】 

議場その他の議会会議室に

おける密閉空間を避けるた

め、十分な換気に努める。 

 

 

 

〇 引き続き換気に留意す

る。（エアロゾル対策として

重要） 

 

 

 

〇 引き続き議場その他の議会

会議室の換気を行う。 

（引き続き、議場その他の議会会

議室における密閉空間を避け

るため、十分な換気に努める。） 

（その他の措置） 

 

〇 議場演台の消毒 

 

 

 

〇 議場その他の議会会議

室の入口の消毒液の設置 

 

 

 

 

〇 議員が感染した際の記

者発表 

 

 

 

〇（職場内消毒について） 

  コロナ感染防止のための

消毒は不要。 

 

〇 一律廃止とはしない。 

（来庁者に手指消毒や検温

の機会を提供することで健

康管理意識の向上にもつな

がるため、引き続き設置する

ことは有効と思われる。）。 

 

 

 

 

〇 議場演台の消毒は行わない。 

 

 

 

〇 引き続き議場その他の議会 

会議室の入口の消毒液を設置 

する。 

 

 

 

〇 記者発表は行わない。 

〇 議員控室における対応は、各会派の判断による。 

〇 議会災害等対策会議の構成員が確定後、速やかに議会災害等対策会議を開催し、「県
議会における新型コロナウイルス感染症に係る当面の対応について」の今後の取扱いに
ついて協議することとする。 

(参考)５月８日開催 団長協議会資料 



（参考） 

 
 

○議会災害等対策会議要綱 

 

（目的 ）  

第１条  この 要綱 は 、神奈 川県議 会会 議 規則 (昭 和 31 年神 奈 川県議 会規

則第１ 号 )第 113 条 の２第 ４項の 規定 に 基づき 、議会 災害 等 対策会議

（ 以 下 「 災 害 等 対 策 会 議 」 と い う 。 )の 組 織 及 び 運 営 に つ い て 定 め る

ことを 目的と する 。  

（構成 ）  

第２条  災害 等対 策 会議は 、次の 者で 構 成する 。  

(1) 議長及び 副議 長  

(2) 所属議員 数４ 人 以上の 会派の 団長  

(3) 議会運営 委員 会 の委員 長及び 副委 員 長  

(4) 必要に応 じ議 長 が指名 する議 員  

（協議 事項）  

第３条  災害 等対 策 会議は 、県災 害対 策 本部等 との連 携の 下 に、災 害等

に関す る情報 の収 集 及び伝 達を行 うと と もに、 災害等 応急 対 策を円滑

に推進 するた め、 次 に掲げ る事項 につ い て協議 又は調 整す る ものとす

る。  

(1) 災害等の 状況 に 係る情 報の収 集及 び 伝達に 関する こと 。  

(2) 災害等応 急対 策 に係る 住民の 要望 の 伝達に 関する こと 。  

(3) 災 害 等 応 急 対 策 に 係 る 国 、 執 行 機 関 等 へ の 提 言 等 に 関 す る こ と 。 

(4) 災害等応 急対 策 に係る 取組方 針に 関 するこ と。  

(5) そ の 他 災 害 等 応 急 対 策 の 推 進 に つ い て 座 長 が 必 要 と 認 め る 事 項

に関す ること 。  

（招集 等）  

第４条  災害 等対 策 会議は 、議長 が招 集 し、座 長とな る。  

２  座 長に事 故が あ るとき は、副 議長 が その職 務を行 う。  

（代理 出席）  

第５条  会派 の団 長 に事故 がある とき は 、その 所属す る会 派 は、代 理人

を出席 させる こと が できる 。  

２  会 派の団 長は 、 あらか じめ代 理人 を 定め、 議長に 届け 出 なけれ ばな

らない 。  



（参考） 

 
 

（定足 数）  

第６条  災害 等対 策 会議は、半数 以上の 委員 (代理 人を 含む。以下こ の条

に お い て 同 じ 。 )が 出 席 し な け れ ば 開 く こ と が で き な い 。 た だ し 、 交

通 手 段 の 途 絶 そ の 他 災 害 発 生 に 伴 う 事 由 に よ り 委 員 の 半 数 以 上 が 出

席でき ないと きは 、 座長は 出席し てい る 委員に 諮り開 催す る ことがで

きる。  

 (意見 聴取等 ) 

第７条  災害 等対 策 会議は 、必要 に応 じ 、行政 関係者 、委 員 でない 議員

又は専 門的 事項 に関 し学識 経験 を有 する 者から 説明 又は 意見 を聴く こ

とがで きる。  

（公開 等）  

第８条  災害 等対 策 会議は 、これ を公 開 する。 ただし 、座 長 は会議 の一

部又は 全部を 非公 開 とする ことが でき る 。  

２  災 害等対 策会 議 の傍聴 につい ては 、 団長会 の例に よる 。  

（記録 ）  

第９条  座長 は、 会 議記録 を作成 する 。  

２  公 開する 記録 に は、非 公開の 会議 の 議事は 記載し ない 。  

３  会 議記録 は、 要 点記録 とする こと が できる 。  

（事務 ）  

第 10 条  災害 等対 策会議 の事務 は、 議 会局総 務課に おい て 行う。  

（補足 ）  

第 11 条  この 要綱 に定め るもの のほ か 、災害等 対策 会議の 運営に 関し必

要な事 項は、 座長 が 別に定 める。  

   附  則  

 この 要綱は 、平 成 24 年６月１ 日か ら施 行する 。  

附  則  

 この 要綱は 、平 成 25 年５月 31 日から 施行す る。  

   附  則  

 この 要綱は 、平 成 31 年３月 22 日から 施行す る。  


